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1.はじめに 

 急速な人口減少と高齢化への対応、および財政面や経済

面で持続可能な都市経営の必要性(国土交通省, 2014)1)から

2014年に立地適正化計画制度が導入された。人口減少に合

わせて都市域の縮退を図る中で、多極ネットワーク型のコ

ンパクトシティを目指す施策と位置付けられる。国土交通

省ウェブサイト「立地適正化計画作成の取組状況」(1)によ

ると2019年末時点で499都市において立地適正化計画につ

いての具体的な取り組みが行われ、うち278都市で計画の

作成・公表に至っている。この状況は依然として200を超

える都市で計画策定が進行中であることを示す。また、立

地適正化計画は不断の見直しが求められることから、自治

体内のどの区域を都市機能誘導区域や居住誘導区域に指定

するか、客観的な評価方法が求められるといえよう。即ち、

居住誘導政策の効果が見られるか、どのような住環境の地

域が住民に支持されるのか、定量的な検証が重要である。

例えば中井(2017)2)は既往研究を紹介しながら、公共交通、

主要公共施設、医療施設、商業施設などの立地が人口変動

に与える影響に関する知見をまとめている。しかし、個々

の要素が人口変動に与える影響を独立に扱ったものが多く、

複数の要素による複合的な影響に関する知見は少ない。 
また、立地適正化計画は基本的に自治体内で居住誘導区

域などを設定するものであり、具体的な分析は自治体レベ

ルよりも詳細な空間スケールで行うことが求められる。こ

のような地域レベルでの人口変動に関する将来推計や要因

の分析に関する研究蓄積は以下のようなものがある。 
井上(2018)3)は2015年から2060年までの長期的な小地域

人口推計手法を提案した。しかし、推計では小地域ごとの

人口増加率を常時一定だと仮定するため、地域特性の変化

や居住誘導策による影響は評価できない。原(2017)4)は市町

村単位の将来人口推計から小地域単位の将来人口を推計す

る手法を提案した。年齢階層ごとに各小地域の人口が市町

村全体に占める割合を一定だと仮定するため、人口変動の

要因として住環境変化は考慮できない。中西ほか(2011)5)

は、行政区単位の将来人口推計では自然増減と社会増減を

各々推計するコーホート要因法が用いられるが、小地域単

位では社会増減のコーホート別データが入手困難なため、

コーホート変化率法を用いることが多いと指摘した。さら

に開発行為による一時的な人口変動を長期的な推計に組み

込まない方法を提案したが、これは住環境改善による居住

誘導効果も考慮できないことを意味する。土屋・室町

(2005)6)は、コーホート別人口に0が見られるような人口規

模の小さいメッシュでは変化率の算出が困難だと指摘し、

この場合は市町村全体の変化率を代用して推計に用いた。

やはり住環境変化の考慮は困難となる。 
大佛・前島(1997)7)は、市区町村単位の転出入人口から

250m メッシュ単位の転出入人口を推計した。この提案手

法では、最寄り駅や都心までの距離などの地域特性と居住

者属性をモデルに組み込んだため、計画立案における客観

的な判断材料を提供できる可能性が高いものの、本手法の

提案当時は現在ほど詳細な空間スケールで施設立地や各種

統計情報が公開されておらず、特に施設への近接性を詳細

に考慮するまでには至っていない。 
相(2014,2016,2017,2018)8)～11)や Ai(2017) 12)の一連の研究

では、都市圏内での人口増減は部分的ながら居住者による

居住地選択の結果を反映するという仮定に基づき、13種類

の住環境指標(表 1)の各々がどの程度の水準であれば人口

増加につながるか、また住環境指標間で人口増加への相対

的な影響度にどのような差があるかに着目し、総合的に住

環境を評価する「住環境得点」の概念を提案した。 

人口増加地域の特徴を説明する「住環境得点」の精度向上に向けた一考察 

- 公共施設や商業施設への距離指標と密度指標の改善案を通じて -
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入手が容易なオープンデータをもとに住環境指標を算出

するため、住環境得点は立地適正化計画の立案における客

観的な判断材料になると期待できる。一方、一連の研究で

は住環境指標の高低と実際の人口増加の関係が整合した割

合が約6割であると報告しており、この割合を高める改善

が求められている。 
本研究では、13 の住環境指標のうち、最寄りの鉄道駅、

病院、警察施設、消防署までの距離(表1のA～D。距離指

標と呼ぶ)および店舗数と事業所数(表1のEとF。軒数指

標と呼ぶ)に着目する。距離指標は小地域外周からの最小距

離(内在する場合は距離 0)とされ、軒数指標は絶対数を指

標とするため、当該小地域の面積や形状の影響を強く受け

ると考えられる。本研究では、距離指標と軒数指標の改善

を通じてこの影響を抑制し、住環境得点の高低が小地域の

人口増加とより整合するようになるかを検証したい。 
なお、小地域の面積や形状の影響を抑制する方法として、

メッシュを計算の空間単位に用いることもできるが、本研

究では河川や尾根などの自然地形、幹線道路や鉄道などの

広域交通網が境界を構成することが多く、域内が一体的な

地域と認識されやすいと考えられる小地域を空間単位とし

ながら、その面積や形状の影響を抑制する方法について検

討してみたい。立地適正化計画での区域指定でも、メッシ

ュのような機械的な境界線を設定するよりも、河川や道路

などの地物を境界とするほうが現実的であろう。 

2.住環境得点の考え方と算出方法 

まず、2000 年、2005 年、2010 年の国勢調査小地域集計

をもとに、各小地域を人口が増加傾向か否かに分類する。

13の住環境指標の各々について、人口増加とのクロス集計

表を作成し、カイ二乗検定と残差分析を行い、どの程度の

水準であれば人口増加が見られるかを導出する。次に小地

域単位の人口増加か否かの情報を目的変数、標準化した各

住環境指標を従属変数とした判別分析を行う。各指標を標

準化したため、得られた判別係数の絶対値が、各指標が人

口増加に与える影響の相対的な大小関係を表すと解釈する。 
最後に、各々の小地域で、ある住環境指標が先に導出し

た水準を満たす場合は当該指標の判別係数(絶対値)を加点

するが、満たさなければ当該指標での加点は0とする。13
指標での加点結果を合計したものをその小地域の素点とし、

対象地域全体での偏差値を導出したものを住環境得点とす

る。各住環境指標が人口増加に結び付く水準でのみ素点を

加点し、最終的には偏差値で評価するため、居住者が当該

地域への居住を選択したいかという観点で評価して平均的

な状況の地域の住環境得点が50となる。 
なお、本研究で比較対象とする先行研究は、年齢層別の

住環境得点算出を提案した相(2016)とする。都心からの距

離帯別の区分も加えた相(2017)は、距離帯区分の閾値がヒ

ューリスティックに決定されており必ずしも最適とは限ら

ない。相(2018)は2015年国勢調査の結果を参照するものの、

住環境得点の算出には用いず、2000年～2010年国勢調査の

結果から導出した住環境得点の精度検証への利用に留まる。

地域の細分化はせずに年齢層別の住環境得点を算出してい

る相(2016)が本研究の比較対象として妥当だと考える。 

3. 本研究の対象地域と人口増加の定義

先行研究との比較を容易にするため、対象地域(東京都市

圏1都3県のうち都市地域。図1)、年齢層区分(18歳未満

の若年層と18歳以上60歳未満の生産年齢層)、人口増加の

定義(2)は先行研究と同様にした。 

複数の年次間で小地域の領域が変化した場合の処理も先

行研究に合わせ、分析対象期間の中間にあたる2005年の小

地域の領域を基準として前後の年次との人口比較を行った。

例えば、2000年の大字Aが住居表示実施により2005年ま

でにA一丁目とA二丁目になった場合(図2左の太線)、A
一丁目と二丁目の 2000 年時点での人口は、どちらも 2000
年の大字Aの人口の2分の1だと推計し、2005年の各丁目

の人口との間で増減率を計算した(図2左の細い破線)。一

方、2005年の大字Bが住居表示実施により2010年までに

B 一丁目と B 二丁目に分割された場合、2010 年の B 一丁

目と二丁目の合計を計算し、これと 2005 年大字 B の人口

との間で増減率を計算した(図2右)。広範な区画整理事業

などにより小地域の領域が複雑に再編された場合は、各々

の領域での他時点の人口推計が困難であるため、本分析の

対象外とした。また、若年層、生産年齢層いずれかの人口

が秘匿対象となる年次が含まれる小地域も対象外とした。

秘匿対象小地域は年齢層によって異なり、最終的に分析対

象となる小地域数は、若年層で17,850、生産年齢層で17,988

2000 2005 2005 2010 

A A1 A2 B B1 B2
       

A/2 A1   
B B1+B2 A/2 A2  

図2 小地域界が変化した場合の人口増減計算の考え方 

図1 本研究で対象とする小地域(濃い灰色の部分)
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である。対象地域内の小地域数は2005年の20,204から2015
年の22,473に増加しているが、本研究では先述の通り領域

の再編が著しい場合や秘匿対象となった場合は除外したた

め、このうち約8～9割の小地域が対象となる。 

4.データ出典と距離指標および軒数指標の改善提案 

4.1データの出典と年次 

本研究で使用する住環境指標データの出典と年次は、先

行研究を踏襲した(表 1)。店舗数と事業所数は先行研究同

様 2006 年事業所・企業統計調査を用いた。同調査は 2～3
年ごとに実施されているため、先行研究に言及はないが分

析対象期間の中間に近い年次を選択したと考えられる。 
人口密度、高齢化率、平均世帯人員、戸建率は国勢調査

から算出した。先行研究同様、戸建率のみ 2010 年、他は

2000 年を基準とした。戸建率のみ 2010 年を用いる理由と

して、相(2014)は戸建率が高い住宅地が転入先として好ま

れるかを把握するため居住地選択の結果として分析期間最

終年のデータを用いると述べている。一方、前3者への言

及はないが、どのような地域から人口が転出するのかとい

う観点から分析期間初年を見ていると考えられる。 
国土数値情報を用いたのは駅(2000年)、病院、警察、消

防を含む公共施設(2006 年)、都市公園(2010 年時点：2011
年度公開)、標高・傾斜度(2009 年時点：2011 年度公開)、

都市地域土地利用細分メッシュ(2009年)である。標高・傾

斜度以外は先行研究に年次の記載はないが、駅以外はデー

タ作成・公開年次が限定的であるため、作成基準が分析対

象期間2000～2010年に含まれるものを採用した。駅のデー

タは開業・廃止年を含むため、国勢調査を用いる多くの指

標と同様、分析期間初年(2000年)に存在した駅を抽出した。 
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(I,J,K)人口密度・高齢化率・平均世帯人員：2000年国勢調査 
(L)空地率：国土数値情報2009年度「都市地域土地利用細分メッシュ」    (M)戸建率：2010年国勢調査 

若年 
増加 252 

3.40 
707 
5.59 

1778 
6.64 

1610
-1.47

293 
-15.12 

非増加 558 1591 4351 4742 1968 

生産 
増加 297 

3.68 
891 
8.56 

2131 
7.94 

1808
-5.46

405 
-14.38 

非増加 515 1429 4040 4597 1875 

表1 住環境指標ごとのカイ二乗検定と残差分析の結果 ※A～L欄に記載のχ2値は若年、生産の順。カイ二乗検定は全て5%水準で有意

A1 最寄り駅までの距離(m) χ2=175.9, 505.5 B1 病院までの距離(m) χ2=254.4, 309.6 C1 警察までの距離(m) χ2=209.9, 327.6

重心基点 0 0- 
500 

500- 
1000 

1000-
1500

1500- 
2000 

2000- 
3000 

3000 
以上 0 0-

500
500-
1000

1000-
1500

1500-
2000

2000-
3000

3000-
5000

5000
以上 0 0- 

500 
500- 
1000 

1000-
2000

2000
以上

若年 
増加 1254 

5.10 
1472 
3.65 

901
1.59

450 
-0.83 

369 
-2.86 

194 
-12.22 

1211
4.73

1654
5.96

960
2.01

427
-0.54

257
-7.97

103
-10.71

28
-6.59

2165 
8.91 

1706 
1.76 

709
-8.02

60
-10.66

非増加 3077 3815 2426 1337 1235 1320 2995 4082 2553 1251 1228 831 270 5175 4667 2732 636

生産 
増加 1790 

16.70 
1744 
3.88 

971
-2.40

439 
-6.23 

373 
-7.08 

215 
-14.73 

1564
9.82

1963
6.51

1017
-2.83

468
-2.95

322
-8.14

165
-9.06

33
-7.49

2738 
15.26 

1883 
-3.04 

815
-10.36

96
-10.10

非増加 2588 3571 2374 1365 1248 1310 2682 3810 2516 1227 1177 777 267 4654 4533 2658 611

A2 最寄り駅までの距離(m) χ2=184.9, 504.3 B2 病院までの距離(m) χ2=256.2, 301.3 C2 警察までの距離(m) χ2=202.8, 293.0 

ゼロ補正 0 
(内在) 

0- 
500 

500- 
1000 

1000-
1500

1500- 
2000 

2000- 
3000 

3000 
以上 

0
(内在)

0-
500

500-
1000

1000-
1500

1500-
2000

2000-
3000

3000-
5000

5000
以上

0 
(内在) 

0- 
500 

500- 
1000 

1000-
2000

2000
以上

若年 
増加 413 

4.30 
910 
3.24 

1430 
3.49 

887
1.57

446 
-0.85 

363 
-3.01 

191 
-12.36 

965
3.37

2269
3.57

3959
5.66

2486
1.86

1234
-0.72

1208
-8.04

821
-10.63

268
-6.65

745 
4.41 

1523 
5.99 

1630 
1.63 

687
-7.70

55
-10.73

非増加 921 2310 3718 2388 1327 1227 1319 1375 3174 5557 3417 1651 1458 923 295 1775 3721 4466 2631 617

生産 
増加 576 

9.95 
1286 
11.95 

1697 
3.77 

956
-2.37

435 
-6.23 

369 
-.709 

213 
-14.80 

469
2.63

1188
8.52

1909
6.61

994
-2.59

462
-2.84

314
-8.18

164
-8.92

32
-7.52

903 
5.85 

1932 
10.83 

1815 
-2.49 

790
-9.97

92
-9.98

非増加 770 1970 3478 2337 1355 1238 1308 915 2019 3683 2443 1206 1158 767 265 1624 3357 4324 2560 591
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4.2 距離指標および軒数指標の改善提案 

4 つの距離指標について小地域の面積や形状の影響を抑

制する方法として、各施設までの距離計算の基点を小地域

の外周ではなく重心とする方法が考えられる。本研究では、

距離計算の基点を重心に変更した場合(以下、重心基点と呼

ぶ)と、重心基点を前提としながら施設が当該小地域内に存

在するときは距離を一律に0と読み替える場合(以下、ゼロ

補正と呼ぶ)の2種類の有効性を検証したい。前者は人口が

概ね重心付近に集中する場合や小地域内に均等分布する場

合に有効であり、後者は人口が小地域内の周縁部の一部分

に偏在する場合に実態を反映しやすいと考えられる。距離

指標の改善の考え方を図 3 に示す。また、2 つの軒数指標

は、小地域の面積で除して密度指標に変換することで、小

地域の面積の影響を抑制することができると考えられる。 

本研究で用いた 13 の住環境指標の水準と人口増加との

関係を表1に示す。表1は指標ごとのクロス集計表を連ね

た構成であり、さらにカイ二乗検定と残差分析の結果も示

している。有意水準を 5%としたところ(以下同様)、カイ

二乗検定では表1にχ2値を示したとおり、全ての指標につ

いて人口増加と住環境指標の水準との間に有意な関係性が

認められた。色付きのマスは残差分析の結果を表しており、

人口増加と住環境指標の間に有意差がないと仮定した場合

に想定される各マスの期待値に比べ、実際の観測値が有意

に多い場合は橙色、有意に少ない場合は青色に着色した。

調整済み残差も下段に併記しているが、人口非増加の行に

ついては紙幅の都合上省略した。人口増加と非増加では調

整済み残差の絶対値は同じで符号のみが異なる。なお、A
～D の距離指標は、先述の通り、重心基点とゼロ補正の 2

種類の適用を試みたため、両者の結果を載せている。重心

基点の場合、施設の位置と小地域の重心の位置が一致して

距離が厳密に0になるケースは存在しなかった。 

5.各指標が住環境得点に与える重みづけの導出 

表2に、各住環境指標がどの程度の水準にあれば人口増

加に結び付くと考えられるか、表1から読み取った結果を

整理した。重心基点とゼロ補正の結果を比較すると、当然

ながら元の指標値が異なる4つの距離指標で判別係数の差

異が他と比較するとやや大きい傾向にある。なお、若年層

の空地率については、表 1-L で読み取れる通り、人口増加

に有意に結びつく水準が見られないため、判別分析の説明

変数から除外している。 
係数間の大小関係を見ると、住環境得点は人口密度の影

響を強く受け、若年層では他に平均世帯人員と店舗や事業

所の密度に、生産年齢層では戸建率、高齢化率、事業所密

度に影響されやすいと解釈できる。 

6.住環境得点と人口増加実態の整合性 

6.1 住環境得点の空間分布 

住環境得点の狙いは、複数の住環境指標を複合的に評価

し、当該地域が人口増加に結び付く水準を備えるかを定量

的に判断することにある。本章では、住環境得点が高けれ

ばその小地域は人口が増加する傾向が強いという、住環境

得点の根幹ともいえる特性が、本研究の提案手法でも実現

できているかを検証したい。 
図4は、若年層と生産年齢層それぞれの住環境得点の空

間分布を示す。住環境得点の高い地域は東京23区内に集積

するほか、概ね都心から 20～30km 程度までの郊外部の鉄

道沿線に多く見られる。鉄道沿線に高得点の地域が多いの

は、鉄道駅周辺に店舗や事業所が多く立地し、駅周辺が複

数の住環境指標で住環境得点を高める水準を満たしやすい

からだと考えられる。店舗密度や事業所密度などの指標間

に強い相関が見られると住環境得点の計算に同時に投入す

ることは望ましくないが、指標間の相関係数は-0.4～0.7の
範囲内で、強い相関は見られないため、これらの指標を同

表2 人口増加が見込まれる住環境の水準と判別係数 
若年 生産 

値域 係数 値域 係数 
住環境指標 重心基点 ゼロ補正 重心基点 ゼロ補正

駅までの距離 (m) 1000未満 -0.038 -0.062 1000未満 -0.112 -0.117
病院までの距離 (m) 1000未満 (ゼロ補正は1500未満) -0.175 -0.200 1000未満 0.072 0.061
警察までの距離 (m) 500未満 -0.166 -0.186 500未満 0.008 -0.009
消防署までの距離 (m) 1000未満 -0.332 -0.305 1000未満 -0.011 -0.002
都市公園の有無 あり 0.150 0.142 あり 0.024 0.023
店舗密度 (軒/ha) 0.5以上～1.5未満 または 4以上 -0.525 -0.530 3以上 -0.083 -0.088
事業所密度 (軒/ha) 1.5以上3未満 または 4以上 0.387 0.388 0.5以上 0.216 0.216
最大傾斜角 (度) 1以上3未満 -0.132 -0.155 1未満 -0.169 -0.168
人口密度 (人/ha) 20以上100未満 -1.089 -1.077 20以上200未満 -0.730 -0.732
高齢化率 (%) 10以上20未満 0.116 0.110 10未満 -0.254 -0.255
平均世帯人員 (人) 2.5未満 -0.623 -0.619 1.5以上2.5未満 -0.009 -0.007
空地率 (%) 該当なし 0 -0.001 -0.001
戸建率 (%) 40未満 または 60以上80未満 -0.280 -0.260 40未満 -0.911 -0.902

●施設との距離 (外側) 
先行研究＝短い矢印 
重心基点・ゼロ補正＝長い矢印

○施設との距離 (内在) 
先行研究・ゼロ補正＝ゼロ 
重心基点＝矢印部分の距離 

図3 距離指標の考え方 
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時に投入することは妥当な範囲内だと考える。 
鉄道沿線のうち東京から川崎や横浜へ向かう南方向、多

摩地区へ向かう西方向では住環境得点が 50 以上の地域が

目立つ。一方、鉄道路線間の距離がやや開いている埼玉県

東部や千葉県北西部では50未満の地域もかなり混在する。 
埼玉県北部、千葉県北東部と南部、神奈川県西部など対

象地域周縁部では、交通結節点となるような鉄道駅周辺を

除いて住環境得点が低い。特に生産年齢層では対象地域周

縁部では高得点の地域がほとんど見られない。先述の通り

住環境得点は人口密度や店舗および事業所の密度などの影

響を比較的強く受けるため、本研究の対象地はすでに人口

や施設が集積する地域に居住を集約しやすい素地を備えて

いると考えられ、これは先行研究の考察とも一致する。 

6.2 住環境得点と人口増加実態の整合性 

表3は住環境得点と人口増加傾向のクロス集計表である。

カイ二乗検定では、若年層、生産年齢層の双方で住環境得

点と人口増加傾向との間に有意な関係性が認められ、さら

に残差分析により、若年層は住環境得点50以上、生産年齢

層では55以上で、人口増加の小地域が有意に多いことが示

された。この結果も先行研究と一致しており、距離指標の

置き換えと、軒数指標の密度指標への変更を行っても、住

環境得点が高い地域では人口が増加する傾向が見られると

いう基本的な特性は失われていないと判断できる。 

若年層 生産年齢層 

重心 

基点 

ゼロ 
補正 

図4 住環境得点の空間分布 

表3 年齢階層別の住環境得点と人口増減の関係 
若年層 生産年齢層 

増加 非増加 増加 非増加 χ2 =

住
環

境
得

点
 

(重
心

基
点

) 

-50 橙 1507
-20.60 白 6602 橙 2087 

-29.46 白 7653 若年

50-55 1083
4.90 2635 805 

-0.29 1833 471.4

55-60 赤 1040
8.38 青 2230 赤 458 

5.39 青 759 生産

60- (3133) 1010
13.91

(6608) 1743 (3445) 2182 
31.25 

(4803) 2211 1163.1

住
環

境
得

点
 

(ゼ
ロ

補
正

) 

-50 橙 1469
-21.26 白 6567 橙 2096 

-29.46 白 7680 若年

50-55 1115
5.73 2648 869 

1.14 1874 503.1

55-60 赤 1002
7.38 青 2213 赤 384 

3.77 青 686 生産

60- (3171) 1054
14.79

(6643) 1782 (3436) 2183 
31.20 

(4776) 2216 1148.2
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以降、表3にも示したように、住環境得点が高く人口増

加が見られる小地域を赤、得点が高いのに人口増加が見ら

れない小地域を青、得点が低いのに人口増加が見られる小

地域を橙、得点が低く人口増加が見られない小地域を白と

呼ぶ。住環境得点の高低と人口増加・非増加が整合する、

赤と白の数が全小地域数に占める割合(以下、整合率と呼

ぶ)を計算すると、重心基点の場合は若年層54.5%、生産年

齢層 61.7%で、ゼロ補正の場合は若年層 54.6%、生産年齢

層 61.8%であった。相(2016)の結果である若年層 57.1%、

生産年齢層 60.4%と比較すると、本研究の提案手法では、

若年層での整合率が低下し、生産年齢層では上昇した。距

離指標や軒数指標に対する小地域の面積や形状の影響を抑

制する工夫を行ったとしても、必ずしも整合率が向上する

わけではないという結果だと言える。 

6.3 重心基点とゼロ補正の比較 

 本稿では住環境得点への小地域の面積や形状の影響を抑

制するため、距離指標では重心を距離計算の起点とする「重

心基点」と、重心基点を基本に各施設が当該小地域内に立

地する場合のみ距離を0であると読み替える「ゼロ補正」

の2通りの改善策を提案し、各々で住環境得点を算出した。 
表1を見ると両者間で人口増加につながる住環境指標の

水準が異なるのは、若年層での病院までの距離に限られる。

表2では両者で判別係数絶対値の大小関係が入れ替わる指

標が一部見られるが、係数はそれほど大きく変動していな

い。整合率も重心基点とゼロ補正でほぼ同一水準で、図 4
さらには図5に示した住環境得点と人口増減の関係の空間

分布を比較しても両者に顕著な違いは見られない。重心基

点とゼロ補正との違いで、住環境得点が50を跨いで変動す

る小地域は、若年層で507、生産年齢層で66と、約1万8
千に及ぶ全体と比較すれば少数に留まる。 
住環境得点算出手順の観点からは、重心基点は地理情報

システムを用いて一括計算が可能であるものの、ゼロ補正

はさらに数値の読み替えが必要である。以上から小地域の

面積や形状が距離指標に与える影響を抑制する方法として

は重心基点が運用上優れていると考えられる。 

若年層 生産年齢層 

重心 

基点 

ゼロ 
補正 

図5 住環境得点と人口増加傾向の一致状況 
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6.4住環境得点と人口増加実態の整合性の空間分布 

表3や図5に示した住環境得点の高低と人口増加の関係

に基づく小地域の色分けについて、図6は都県別に見た構

成比を示す。東京都のみ内数として東京23区と多摩を分け

た構成比も示した。図6から赤、青ともに23区内で構成比

が大きいことが読み取れる。若年層に関しては多摩でも青

の割合がやや高い。これは 6.1 節で述べた住環境得点の高

い小地域が多い地域に概ね対応する。図5を見ると23区内

では西部の中央線沿線に青が連坦し、赤が少ないことが読

み取れる。表4に杉並区と中野区、さらにこれら2区に隣

接する区市について赤と青の小地域数と青／赤の比率を示

した。青の比率は、杉並区が双方の年齢層で突出して高い

こと、若年層では中野区、生産年齢層では武蔵野市がこれ

に次ぐことが読み取れる。3 区市とも中央線沿線であり、

参考に示した23区全体の比とは大きく異なっている。 
この他、図6では神奈川県や多摩が全体の構成比に近く、

埼玉県と千葉県では赤と青が少なく白が多い傾向が読み取

れる。橙の割合は双方の年齢層で東京23区が5%台と低い

一方、3県間では大きな差異がなく若年層が約9%、生産年

齢層が 12%台である。多摩は若年層 8%、生産年齢層 14%
と開きが大きいが、23区より3県の水準に近い。この結果

は、橙の占める割合の変化は都心 5 区から 10km 未満とそ

れ以遠との間で顕著であるという相(2017)の指摘とも概ね

一致する。都心5区から10kmの範囲は概ね23区と一致す

るためである。図5では、特に生産年齢層で橙が対象地周

縁部に目立っているが、これは周囲に赤や青がなく白との

対比になって目立ちやすいこと、郊外部で小地域の面積が

大きいこと(3)の影響もあると考えられる。3県の県庁所在地

であるさいたま市、千葉市、横浜市や多摩の八王子市など

中心的な都市も含めて3県には橙が広く存在している。 

7.結果の考察と今後の課題 
本研究では、小地域単位で複数の住環境指標を複合的に

考慮し、人口増加が見込めるかを定量的に評価する住環境

得点に着眼したうえで、小地域の形状や面積がその算出に

用いる指標に与える影響を抑制する方法を提案した。具体

的には、施設までの距離計算の基点を小地域の外周ではな

く重心に変更し、店舗と事業所では数に代わり密度を用い

る手法を提案したうえで、算出された住環境得点が人口増

加・非増加と整合するかを検証した。この結果、若年層で

は既存手法と比べて整合率が低下し、これに対して生産年

齢層では整合率が上昇した。また、整合率の低下につなが

る青や橙の空間分布について、青は東京23区に多く、特に

西部中央線沿線に集中することを見出した。橙は東京 23
区以外に比較的広く分布していた。 
表3の赤と青の数を比較すると、青のほうが多く、特に

若年層では青(6,608)が赤(3,133)の2倍強に達している。人

口増加の小地域が全体に占める割合(若年層 26%、生産年

齢層 30%)よりは、赤と青に対する赤の割合(若年層 32％、

生産年齢層 42%)のほうが高いため、住環境得点が高いと

人口増加に結び付きやすいという傾向はあるものの、青の

割合を抑制することが住環境得点の改善にとって重要であ

ろう。赤と青はともに住環境得点が高い小地域であるが、

相(2017)が両者での各指標の平均値を比較したことを応用

し、本手法で改善を提案した距離指標および軒数指標に代

わる密度指標を含めた度数分布を観察したうえで両者の違

いが顕著な指標を見出すことができれば住環境得点の改善

に資する知見になると期待される。この改善は、住環境得

点が比較的高く青の数も多い東京 23 区や青の割合が高い

若年層に対して、特に効果的であると考えられ、この検証

は今後の課題としたい。 
一方、該当する小地域数は相対的に少ないものの、概ね

東京23区以外に広く分布する橙については、都心から郊外

や周縁部へ向かうと橙の割合が上昇すると指摘した相

(2017)が対象地域を都心5区からの距離帯で分割する方法

を試みた例がある。しかし、都心 5 区から 10km 以遠の地

域では整合率が上昇する効果が見られなかったと述べてい

る。また、橙は先述の通り対象小地域の10%程度に過ぎな
若

年 

生

産

年

齢 

図6 都道府県別の色別構成比 (左から赤・青・橙・白)

表5 橙の数とそのうち人口密度が条件を満たさない割合
若年 生産年齢

得点 橙の数 うち人口密度が
条件満たさず

比率 
(%) 橙の数 うち人口密度が

条件満たさず
比率
(%)

49 180 97 53.9 265 80 30.2
48 151 55 36.4 256 88 34.4
47 152 67 44.1 254 46 18.1
46 98 57 58.2 282 68 24.1
45 118 69 58.5 164 31 19.0
44 71 63 88.7 101 14 13.9
43 48 48 100  117 16 13.7
42 68 68 100  9 9 100

※これより得点が低い場合は、全て比率が100% 
※色分けの定義により橙の住環境得点は必ず50未満である

表4 区部中央線沿線周辺区市の赤と青の数と比率 
若年 生産年齢 

区市 赤の数 青の数 青/赤の比 赤の数 青の数 青/赤の比
杉並区 10 100 10  6 109 18.17
中野区 10 73 7.3 35 49 1.4
新宿区 45 101 2.24 79 66 0.84
世田谷区 147 95 0.65 156 73 0.47
渋谷区 23 53 2.30 22 56 2.55
豊島区 30 50 1.67 33 49 1.48
練馬区 63 79 1.25 75 85 1.13
武蔵野市 14 34 2.43 7 34 4.86
三鷹市 23 32 1.39 19 17 0.89
(23区) 1028 1486 1.45 1323 1303 0.98
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いため、概ね橙の2倍以上存在する青を抑制する方法の検

討のほうが整合率の上昇に寄与する可能性が高い。なお、

橙が発生する要因については、表2係数に示したとおり住

環境得点の高低に強く作用する人口密度の影響が考えられ

る。即ち、人口密度が低く他の住環境指標では比較的評価

の高い小地域では、相対的に影響度の小さい他の住環境指

標の水準に関わらず住環境得点が押し下げられ、結果的に

橙に分類されているのではないか。実際に表5に示した通

り、橙の中で比較的住環境得点が高い小地域では、若年層

の場合4～6割程度、生産年齢層の場合2～3割程度の小地

域で人口密度が表2値域の水準に達していない。人口密度

は素点に与える影響が大きいため、また特に若年層では人

口密度が低すぎても高すぎても人口密度に関する部分では

素点加算の対象にならないため、最終的な結果に大きく影

響している可能性がある。 
 最後に本研究の提案手法で、整合率が若年層では低下し、

生産年齢層では上昇した要因について考察したい。一つは

先述した人口密度の影響である。生産年齢層と比べて若年

層のほうが人口密度に関して素点加点を得られる水準が狭

く(表2値域)、実際にこれを満たさない橙の小地域の割合

が高い。相(2016)でも表 2 の値域は同じであったが、表 2
の人口密度の係数は相(2016)よりも本研究の場合でかなり

大きいため、水準を満たさなかった場合に住環境得点に与

える影響は若年層の場合に特に大きくなったと考えられる。 
第二に、相(2016)と本研究の結果とで特に若年層に見ら

れる差として、住環境得点50以上の小地域数が挙げられる。

本研究の結果では、住環境得点の中央値が、若年層で51.0、
生産年齢層で 49.2 となっており、若年層で中央値が 50 を

上回っている。表 3 の若年層の赤と青を合計すると 9,741
で対象小地域数17,850の過半を占める。生産年齢層では赤

と青を合計しても8,248で、対象小地域数17,988 の半数に

は達しない。相(2016)では住環境得点50以上の小地域数が

若年層9,101、生産年齢層9,174双方とも対象小地域数の半

数である 9,341 を上回っておらず、本研究では相(2016)と
比較して若年層で住環境得点 50 以上の小地域の割合が増

加し、生産年齢層では減少したことがわかる。住環境得点

は偏差値であるため 50 点以上で平均以上の住環境を備え

ていると考えられるが、住環境得点は表2に示した係数の

絶対値の組み合わせであるため連続値は取らず、取りうる

値はその係数に依存する。この特性を考慮して住環境得点

と実際の人口増減の整合性を向上させるために、人口増加

につながると考えられる得点を一律に 50 点以上とするの

ではなく、住環境得点の実際の分布を参考に定める方法も

考えられる。しかし、評価指標としての分かりやすさや導

出の簡便性が失われる可能性もあるため、人口増加につな

がると考える基準を何点以上に設定すべきかは今後の重要

な課題と言えよう。 
住環境指標間での判別係数(絶対値)に大きな開きがある

影響を緩和するために、表2に示した水準に達している住

環境指標の個数を評価に反映させる方法や、分布する地域

が異なる青と橙それぞれを効果的に抑制させるため人口密

度を住環境得点算出のための指標として用いるのではなく、

相(2017)が都心からの距離で地域を分割したように、人口

密度で地域を分割して各々に異なる住環境得点算出法を適

用する方法なども、今後検討していきたい。 

補注 
(1)国土交通省都市局ウェブサイト「立地適正化計画作成の
取組状況」。(2020年4月23日閲覧) 
https://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/toshi_city_plan_fr_000051.html 
(2)人口増加は「2 時点間いずれかで人口が増加しており他

方の時点でも対象地全体の人口増減傾向から想定される当

該小地域の人口を上回っている場合」または「2 時点間双

方とも対象地全体の人口増減傾向から想定される当該小地

域の人口よりも 2%以上多い場合」とした。若年層や生産

年齢層は対象地全体で既に微減傾向であることと、複数年

次の比較では対象コーホートが変化することに配慮した。 
(3)例えば3県の県庁所在地にある対象小地域の平均面積は

32ha であるのに対し、3 県の郡部にある対象小地域の平均

面積は約6倍の184haである。 
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